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（出典：厚労省調査より作成）

○全国の病院に占める
公立病院の割合

○自治体病院の役割

※表は医療施設動態調査（令和５年３月末）（厚労省）より作成

※表の「公立病院」は、地方公営企業の病院及び公営企業型地方独
立行政法人病院

※表の「公的病院」は、公立大学附属病院や日本赤十字社、済生会、
厚生連等が開設・運営する病院

Ø 全国の病院に占める公立病院の割合は、病院数で約１1％、病床数で約１４％。

Ø 民間病院の立地が困難なへき地等における医療や、救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部

門に係る医療、民間病院では限界のある高度・先進医療の多くを公立病院が担っている。

全国の病院に占める公立病院の役割

病院数 病床数

853 202,765

(10.5%) (13.6%)

316 123,702

(3.9%) (8.3%)

339 104,493

(4.2%) (7.0%)

6,631 1,058,583

(81.5%) (71.1%)

公"""的

$"%"他

全"""体 8,139 1,489,543

公"""立

国"""立
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第3波時点（2021年1月）の公立病院のコロナ対応

20210317 病院改革セミナー総務省準公営企業室資料



第7波時点（2022年8月10月）の公立病院のコロナ対応

20230129準公営企業室関係資料



厚生労働省「医療機関の新型コロナウイルス感染症患者の受入状況等について（補足資料）」



経営形態別新型コロナ確保病床数上位10位病院数
都道府県 人口（千人） 自治体 国立等 公的等 大学附属 医療法人等 最も病床数の多い病院 病床数

北海道 5,250 4 5 2 0 0 市立札幌病院・市立旭川病院 70

青森県 1,246 4 1 1 0 4 八戸赤十字病院 42

岩手県 1,227 8 0 2 2 0 盛岡赤十字病院 44

宮城県 2,306 5 1 1 2 1 東北大学病院 55

秋田県 966 4 1 4 0 1 県立循環器・脳脊髄センター 43

山形県 1,078 8 0 1 1 0 山形県立中央病院 47

福島県 1,846 3 0 2 0 5 いわき市医療センター 48

茨城県 2,860 1 1 4 2 2 水戸日赤・古河日赤 50

栃木県 1,934 0 1 3 1 5 国立栃木医療センター 54

群馬県 1,942 5 2 2 1 0 前橋赤十字病院 45

埼玉県 7,350 2 2 1 2 3 羽生総合病院 80

千葉県 6,259 3 0 0 4 4 国際医療福祉大学成田病院 71

東京都 13,921 10 1 0 0 0 都立多摩総合医療センター 245

神奈川県 9,198 4 1 1 3 1 横浜市立市民病院 72

新潟県 2,223 5 1 3 0 2 魚沼基幹病院 60

富山県 1,044 5 1 3 1 0 富山県立中央病院 70

石川県 1,138 6 1 3 0 0 国立金沢病院・金沢市立病院 28

福井県 768 4 1 2 1 2 福井総合病院 64

山梨県 811 6 0 1 1 2 県立中央病院・山梨大附属病院 60

長野県 2,049 7 1 2 0 1 松本市立病院 43

岐阜県 1,987 4 1 3 1 1 県立下呂温泉病院 62

静岡県 3,644 7 0 1 2 1 中東遠総合医療センター 45

愛知県 7,552 4 0 2 3 1 県立愛知病院 100

三重県 1,781 4 2 3 0 1 松阪市民病院 42



都道府県 人口（千人） 自治体 国立等 公的等 大学附属 医療法人等 最も病床数の多い病院 病床数

滋賀県 1,414 5 1 3 0 1 県立総合病院 36

京都府 2,583 2 2 1 0 6 宇治徳洲会病院 60

大阪府 8,809 7 1 0 0 2 八尾市立病院 107

兵庫県 5,466 9 1 1 0 2 県立加古川医療センター 100

奈良県 1,330 6 2 1 0 1 県立医科大学附属病院 80

和歌山県 925 6 3 1 0 0 県立医大紀北分院 74

鳥取県 556 3 3 2 1 1 県立厚生病院 47

島根県 674 4 2 1 1 2 島根大学医学部附属病院 44

岡山県 1,890 2 1 2 1 3 倉敷スイートホスピタル 50

広島県 2,804 5 2 2 1 0 県立広島病院 53

山口県 1,358 2 5 1 1 1 県立総合医療センター 49

徳島県 728 6 1 2 1 0 県立三好病院 46

香川県 956 6 2 1 1 0 三豊総合病院 41

愛媛県 1,339 4 1 1 1 3 県立中央病院 43

高知県 698 5 1 1 1 2 高知医療センター 50

福岡県 5,104 1 2 2 2 3 国立福岡東医療センター 56

佐賀県 815 2 4 2 1 1 佐賀県医療センター好生館 84

長崎県 1,327 7 2 0 1 0 長崎大学病院 51

熊本県 1,748 6 4 0 0 0 くまもと県北病院 56

大分県 1,135 4 1 2 1 2 済生会日田病院 51

宮崎県 1,073 3 2 0 0 4 延岡共立病院 34

鹿児島県 1,602 2 1 0 1 6 青雲会病院 32

沖縄県 1,453 4 0 0 1 5 県立宮古病院 47

自治体数 33 4 2 1 11

平均病院数 4.6 1.4 1.6 0.9 1.7

自治体31院、国立等3院、公的等5院、大

学附属5院、医療法人等6院

厚生労働省の「新型コロナウイルス感染症対策に係る各医療機関内の病床の確保状況・使用率等の報告（2021年12月1日実績日）」における各都
道府県における確保病床数について、病床数上位10位の病院を経営形態別に表にした 
自治体病院には、自治体立医科大学附属病院含む。国立等にはJCHO、労災病院含む、公的等には共済組合立含む。病床数10位の病院がある場
合すべてカウントしたので病院数が10を超える都道府県が存在する
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経常収益 経常費用 経常収支比率

自治体病院経常収益・支出（繰入金・補助金含む）
兆円 ％

総務省資料を加工地方独立行政法人含む
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地方独立行政法人含む 総務省資料を加工
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公立病院経常収支の状況（黒字・赤字病院の割合）（地方独立行政法人を含
む）

53.6%

55.2%
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25年度

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

R01年度

R02年度

R03年度

R04年度

全病院数に占める経常損失・経常利益を生じた病院数の割合 経常損失を生じた病院数

経常利益を生じた病院数

▲1.19％

＋0.10％

H26改定は消費増税分
を除けば実質▲1.26％

▲0.46%

▲0.07%

赤字 黒字

▲0.94%

【赤字・黒字病院数の推移】（建設中を除く）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R04-R03増減
黒字病院 414 395 369 334 344 358 319 488 615 565 ▲8.1%
赤字病院 478 486 517 539 523 507 538 365 234 288 23.1%

計 892 881 886 873 867 865 857 853 849 853 0.5%

地方独立行政法人を含む 13
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500床以上病院
（R4：91病院うち黒字病院は74病院）

）

400床以上500床未満病院
（R4：78病院うち黒字病院は58病院）

）

300床以上400床未満病院
（R4：120病院うち黒字病院は92病院）

経常利益

経常損失 経常損失 経常損失

経常収支比率

経常利益 経常利益

（単位：％） （単位：％）（単位：％）

（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円）

※建設中、想定企業会計の病院を除く

※経常収益/経常費用×100

修正医業収支比率 ※他会計負担金を除く医業収益/医業費用×100
（単位：％） （単位：％） （単位：％）

規模別の公立病院の経常損益の状況（300床以上）（地方独立行政法人を含む）

H30 R1 R2 R3 R4 増減

100.0 99.2 102.8 106.0 102.9 ▲3.1

H30 R1 R2 R3 R4 増減

91.4 91.1 85.8 87.9 88.3 0.4

H30 R1 R2 R3 R4 増減

99.0 98.9 103.7 106.3 103.5 ▲2.8

H30 R1 R2 R3 R4 増減

88.8 89.0 83.6 85.5 85.1 ▲0.4

H30 R1 R2 R3 R4 増減

97.7 96.9 102.2 107.2 104.7 ▲2.5

H30 R1 R2 R3 R4 増減

85.6 85.4 80.1 82.5 83.1 0.6
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200床以上300床未満病院
（R4：100病院のうち黒字病院は69病院）

100床以上200床未満病院
（R4：207病院のうち黒字病院は131病院）

100床未満病院
（R4：257病院のうち黒字病院は141病院）

経常利益

経常損失 経常損失 経常損失

経常収支比率

経常利益 経常利益

（単位：％） （単位：％）（単位：％）

（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円）

※建設中、想定企業会計の病院を除く

※経常収益/経常費用×100

修正医業収支比率 ※他会計負担金を除く医業収益/医業費用×100
（単位：％） （単位：％）（単位：％）

規模別の公立病院の経常損益の状況（300床未満）（地方独立行政法人を含む）

H30 R1 R2 R3 R4 増減

97.4 96.8 101.4 105.4 103.0 ▲2.4

H30 R1 R2 R3 R4 増減

80.6 80.3 74.6 75.7 75.4 ▲0.3

H30 R1 R2 R3 R4 増減

96.9 96.6 100.4 105.2 104.0 ▲1.2

H30 R1 R2 R3 R4 増減

78.1 78.0 74.5 75.7 75.3 ▲0.4

H30 R1 R2 R3 R4 増減

97.1 97.5 100.1 103.3 101.7 ▲1.6

H30 R1 R2 R3 R4 増減

69.3 69.5 66.2 68.3 67.1 ▲1.2
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総務省「公立病院経営強化ガイドライン説明会（20220420）」資料



総務省「公立病院経営強化ガイドライン説明会（20220420）」資料



「改革」から「経営強化」に
• 「改革」の名称が「経営強化」に変更された
• 自治体のプランも「改革プラン」から「経営強
化プラン」に

• 今回、多くの自治体病院が新型コロナウイル
スへの積極的な対応を行い国民の自治体病
院への評価は確実に高まった

• 総務省として、地域の医療において自治体病
院は必要であり、持続可能な医療提供体制
を確保する見地から、「経営強化」の用語が
使われたと考える



総務省「公立病院経営強化ガイドライン説明会（20220420）」資料



病院の２極化現象

手厚い医師・看護師、医療スタッフの配置
高額な医療機器を高回転で回す

看 護 師

医 師

医療の高度・専門化
に対応した急性期病
院

医療の高度・専門化
に対応できない病院

医 師

看 護 師

少ない医師・看護師などの医療スタッフ
患者数が少なく、高額な医療機器を十分使い
こなせない、急性期医療では採算割れとなる

最新の高度・専門医療を提供
短い平均在院日数、大量の患者を早
いベッドの回転数で受け入れ
高い診療報酬（手術＋高い入院基本
料＋診療報酬加算）

専門スタッフ 専門スタッフ

人員が少なく、最新の高度・専門医療を提供で
きない
平均在院日数は長くなる、急性期の患者は高
度急性期病院に流れる。高齢者の回復期、療
養の医療が中心となる
低い診療報酬（低い入院基本料＋診療報酬加
算を取れない）



総務省「公立病院経営強化ガイドライン説明会（20220420）」資料



医療の「砦（とりで）」論

地域の医療を面として支える
・拠点病院に医師を集め、広域な範囲で高度な医療を行う、可能であれば医師を派遣する
・中小病院は、地域の医療を担い、拠点病院へ患者を送り、拠点病院からの患者を受け入れる

拠点病院中小病院

高度医療の砦地域の医療の砦 地域の医療の砦

中小病院

中小病院

地域地域

地域

広域

筆者作成



令和３年山形県内自治体病院の救急等受け入れ状況

令和３年度厚生労働省病床機能報告

医療機関名
地域医療

支援病院

総合入院

体制加算

在宅療養

支援病院
三次救急 二次救急 救急告示

休日受診

患者数

うち直ちに

入院

夜間時間

外受診患

者数

うち直ちに

入院
救急車受入 特記事項

山形市立病院済生館 ○ 総合２ × × ○ ○ 3,274 735 5,408 1,495 4,726

山形県立中央病院 ○ 総合２ × ○ × ○ 3,058 889 5,830 1,773 2,621 急性期充実体制加算

寒河江市立病院 × × × × ○ ○ 667 108 330 96 629

天童市民病院 × × ○ × ○ ○ 602 * 883 * 423

北村山公立病院 × × × × × ○ 2,533 307 3,494 593 2,186

山形県立河北病院 × × ○ × × ○ 1,215 * 726 545 595

西川町立病院 × × × × × ○ * * * * *

朝日町立病院 × × × × ○ ○ * * 259 * *

山形県立新庄病院 × × × × × ○ 1,953 427 4,157 995 1,958

最上町立最上病院 × × × × ○ ○ * 0 * * *

町立真室川病院 × × × × ○ ○ 548 33 670 108 135

米沢市立病院 ○ 総合３ × × ○ ○ 2,932 634 3,945 1,244 1,467

公立置賜長井病院 × × ○ × × × 0 0 0 0 0

公立置賜南陽病院 × × ○ × × × 0 0 0 0 0

公立高畠病院 × × ○ × × ○ 404 * 335 * 258

公立置賜総合病院 ○ 総合２ × ○ ○ ○ 3,761 754 6,887 1,737 3,478

小国町立病院 × × × × ○ ○ 285 30 418 56 90

白鷹町立病院 × × × × ○ ○ 671 60 300 60 163

鶴岡市立荘内病院 ○ 総合３ × × ○ ○ 6,504 1,443 4,074 1,302 3,605

湯田川温泉リハビリテーション病院 × × × × × × 0 0 0 0 0

日本海酒田リハビリテーション病院 × × × × × × 0 0 0 0 0

日本海総合病院 ○ 総合２ × ○ ○ ○ 4,713 884 6,683 1,442 3,288 急性期充実体制加算



令和３年山形県内自治体病院の入院受け入れ状況

令和３年度厚生労働省病床機能報告

医療機関名 新規入棟 うち院内 うち家庭
うち他の病院

診療所院

うち介護施設

福祉施設
うち院内出生 その他

医療機関受

入率

介護施設受

入率

山形市立病院済生館 13,382 3,002 9,210 162 739 264 5 1.6% 7.1%

山形県立中央病院 16,187 2,792 12,730 268 246 151 0 2.0% 1.8%

寒河江市立病院 1,392 369 821 102 100 0 0 10.0% 9.8%

天童市民病院 881 96 475 190 120 0 0 24.2% 15.3%

北村山公立病院 4,046 443 3,113 132 358 0 0 3.7% 9.9%

山形県立河北病院 2,159 416 1,386 236 121 0 0 13.5% 6.9%

西川町立病院 321 0 236 11 74 0 0 3.4% 23.1%

朝日町立病院 439 55 242 28 114 0 0 7.3% 29.7%

山形県立新庄病院 6,892 1,072 5,152 138 401 128 1 2.4% 6.9%

最上町立最上病院 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 0.0%

町立真室川病院 692 0 459 30 203 0 0 4.3% 29.3%

米沢市立病院 6,429 912 5,090 70 191 155 11 1.3% 3.5%

公立置賜長井病院 373 0 80 275 18 0 0 73.7% 4.8%

公立置賜南陽病院 455 0 95 344 16 0 0 75.6% 3.5%

公立高畠病院 1,322 441 537 143 201 0 0 16.2% 22.8%

公立置賜総合病院 12,271 2,678 9,012 124 403 52 2 1.3% 4.2%

小国町立病院 407 0 236 50 121 0 0 12.3% 29.7%

白鷹町立病院 803 0 561 71 171 0 0 8.8% 21.3%

鶴岡市立荘内病院 12,877 3,724 7,840 221 698 394 0 2.4% 7.6%

湯田川温泉リハビリテーション病院 464 1 22 438 2 0 1 94.6% 0.4%

日本海酒田リハビリテーション病院 614 3 2 603 6 0 0 98.7% 1.0%

日本海総合病院 17,079 2,775 13,351 180 619 154 0 1.3% 4.3%



令和３年山形県内自治体病院の退棟の状況

令和３年度厚生労働省病床機能報告

医療機関名 退棟患者数
うち院内他病

棟
うち家庭 うち他病院等 うち老健入所

うち老福施設

入所

うち介護医療

院

うち社福有料

ホーム
死亡退院等 その他 死亡退院率

山形市立病院済生館 13,314 2,999 9,438 351 52 94 0 125 243 12 2.4%

山形県立中央病院 16,222 2,792 11,916 892 19 51 0 68 480 4 3.6%

寒河江市立病院 1,377 369 738 39 42 26 0 47 115 1 11.4%

天童市民病院 865 96 414 24 10 82 0 52 187 0 24.3%

北村山公立病院 4,006 451 2,607 416 104 158 0 39 231 0 6.5%

山形県立河北病院 2,106 381 1,287 126 161 0 0 0 151 0 8.8%

西川町立病院 329 0 236 5 4 44 0 2 38 0 11.6%

朝日町立病院 429 52 190 22 10 85 0 18 52 0 13.8%

山形県立新庄病院 6,897 1,072 4,643 530 48 110 1 147 330 16 5.7%

最上町立最上病院 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

町立真室川病院 697 0 424 29 13 95 0 39 97 0 13.9%

米沢市立病院 6,395 1,098 4,661 256 71 33 0 75 200 1 3.8%

公立置賜長井病院 375 0 134 34 25 20 0 33 129 0 34.4%

公立置賜南陽病院 463 0 205 50 46 26 0 32 102 2 22.0%

公立高畠病院 1,343 440 474 43 24 120 0 70 172 0 19.0%

公立置賜総合病院 10,805 2,710 6,913 621 41 42 0 127 346 5 4.3%

小国町立病院 389 0 205 16 25 50 0 25 68 0 17.5%

白鷹町立病院 804 0 484 40 32 137 0 19 92 0 11.4%

鶴岡市立荘内病院 12,871 4,123 6,898 905 202 148 3 128 463 1 5.3%

湯田川温泉リハビリテーション病院 459 1 268 68 51 3 4 40 24 0 5.2%

日本海酒田リハビリテーション病院 610 3 325 23 10 0 0 28 221 0 36.4%

日本海総合病院 17,067 2,823 12,194 893 90 141 0 293 632 1 4.4%



総務省準公営企業室「公立病院改革等に対する地方財政措置について」



総務省準公営企業室「病院事業の地方財政措置」



総務省準公営企業室「病院事業の地方財政措置」



令和6年度病院事業債特別分の拡大

総務省資料



総務省準公営企業室「公立病院改革等に対する地方財政措置について」



不採算地区病院の措置率
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2021年5月28日総務省「不採算地区病院等に対する財政措置の拡充について」



2021年5月28日総務省「不採算地区病院等に対する財政措置の拡充について」



2020年度不採算地区の中核的な公立病院に対する
特別交付税措置の創設

総務省準公営企業室資料



【第１種】 1,549千円 ✕ 調整後病床数

【第２種】 1,033千円 ✕ 調整後病床数  

補正後許可病床数「100－（許可病床数－100）×1/4」と稼働病床数とを比較して低い病床数で算定

（参 考） イメージ図（第1
種）

不採算地区中核病院の特別交付税算定イメージ

例 許可病床数260床（補正後許可病床数：60床）
 稼働病床数200床の場合

1億5,490万円

病床数0 100床 500床260床

9,294万円

200床60床

調整後
病床数

※第1種  最寄りの一般病院までの移動距離が15ｋｍ以上 となる
位置に所在する一般病院

  第2種  直近の国勢調査に基づく当該病院の半径5km以内の
人口が3万人未満
（３万人以上10万人未満の場合、単価を逓減）

適用要件

規模 許可病床数100床以上500床未満

機能

次の①及び②を満たすこと

① 都道府県の医療計画において、二次救急医療機関

又は三次救急医療機関として位置づけられていること

② へき地医療拠点病院又は災害拠点病院の指定を

受けていること

「新公立病院改革ガイドライン」の改定に伴う更なる改革プラン策定の要

件については、令和２年度同様に、令和３年度においても適用しない。
また、不採算地区病院の特別交付税措置についても、上記と同様の取扱

いを講じる。
なお、現行の新公立病院改革ガイドラインを踏まえ既に作成している

新公立病院改革プランの実施状況の点検・評価を実施いただきたい。

２４



日医総研ワーキングペーパーNo.360「2016 年度の社会保障関係予算と診療報酬改定およ
び経済成長との関係」 より



日医総研ワーキングペーパーNo.360「2016 年度の社会保障関係予算と診療報酬改定およ
び経済成長との関係」 より



過去10年間での就業者数の増減

まち・ひと・しごと創生会議（第１回）参考資料9頁



過去10年間での産業別・地域別就業者数の増減

まち・ひと・しごと創生会議（第１回）参考資料9頁



診療報酬

住民
自己負担

一般会計繰入
金

健康保険
保険料

＋
国庫負担

＋
都道府県

負担
＋

市町村
負担
＋

高齢者医療
現役負担

地方交付税

自治体負担

人件費
（６〜7割）

病院建物
医療機器
整備費

収入 支出

その他
支出

地域に落ちる
お金

一部は住民税

地域外居住

地域に
落ちるお金

地域外に流出
するお金

（薬剤など）

地域に落ちるお金

地域外に流出
するお金



どうすれば
自治体病院の
経営が良くなるか



病院（企業）と自治体本体の違い

歳入 歳出
歳入歳出
差引残額

＝ －

◆自治体本体

支出削減
が通常

自治体本体においては、歳入を増やすのは難しく
支出の削減を目指すのが通常

鹿児島徳洲会病院池田佳広先生資料を改編

増やすの
は難しい



病院（企業）と自治体本体の違い

売上 支出利益 ＝ －

◆ 病院

減らすのは
難しい

病院は（簡単ではないが） 収入を増やすことは可能
支出を減らすのは、結構難しい（マイナスが多い）

鹿児島徳洲会病院池田佳広先生資料を改編

簡単では
ないが可能



自治体病院の収入を増やす
○医業収益を増やす

• 医師・看護師・医療技術職の雇用増
• 医療を高度化して単価を上げる
• 病棟構成を見直す（地域包括ケア病床など）
• 入院患者増（様々な方法あり）
• 診療報酬加算を取得する
• 入院期間の短縮
• 外来患者増（医師の負担が大）



職員雇用の重要性
•総務省の経営強化ガイドラインで
は「病院事業においては、単なる
人件費の抑制・削減では収益改
善につながらず、むしろ積極的に
医師・看護師等を確保することで
収益改善につながるケースがあ
ることにも留意」すべきと指摘



医療費1件当たりの寄与度

厚生労働省「社会医療診療行為別調査」より作成



52.4 
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入院患者の増加策
l医療・介護施設へのアプローチ

（施設訪問）

l消防本部救急隊へのアプローチ

（消防との意見交換）

l地域住民・患者へのアプローチ

（住民座談会）



重症度、
医療・看護必要度



厚⽣労働省保険局医療課「令和４年度診療報酬改定の概要」



厚生労働省保険局医療課令和６年度診療報酬改定の概要（医科全体版）



厚生労働省保険局医療課令和６年度診療報酬改定の概要（医科全体版）



厚生労働省保険局医療課令和６年度診療報酬改定の概要（医科全体版）



厚⽣労働省保険局医療課「令和４年度診療報酬改定の概要」



厚生労働省保険局医療課令和６年度診療報酬改定の概要（医科全体版）



厚⽣労働省保険局医療課「令和４年度診療報酬改定の概要」



厚生労働省保険局医療課「平成２８年度診療報酬改定の概要」



厚生労働省保険局医療課令和６年度診療報酬改定の概要（医科全体版）



厚生労働省保険局医療課令和６年度診療報酬改定の概要（医科全体版）



厚生労働省保険局医療課「平成24年度診療報酬改定の概要」
61



厚⽣労働省保険局医療課「令和４年度診療報酬改定の概要」



○ 医師不足や人口減少に伴う医療需要の変化に対応し、持続可能な地域医療提供体制を確保するためには、地域の中で

各公立病院が担うべき役割・機能を改めて見直し、明確化・最適化した上で、病院間の連携を強化する「機能分化・連携強
化」が必要。

○ 公立病院経営強化プランに基づき、原則として令和９年度までに行われる公立病院の機能分化・連携強化に係る施設・設
備の整備について、病院事業債（特別分）を措置。

病院事業債（特別分）の対象：元利償還金の40％を普通交付税措置

以下のいずれかに該当すること。

元利償還金の25%に交付税措置
（繰出1/2 × 50％ ＝ 25％）

（参考）通常の病院事業債のスキーム

元利償還金の40%に交付税措置
（繰出2/3 × 60％ ＝ 40％）

病院事業債（100％）

①関係病院等間のネットワーク形成のための患者搬送車、遠隔医療機器等

 の整備

②経営主体の統合に伴う情報システムの統合、関係病院等間の医療情報

 の共有や医師等の働き方改革に必要となる情報システム等の整備

③機能分化・連携強化後の基幹病院に新たに整備される高度・救急医療 

 施設、医師の研修又は派遣の拠点機能を有する施設、これらの施設に

 設置される医療機器等の整備

④機能分化・連携強化後の基幹病院以外の既存施設の改修、医療機器等

 の整備

⑤複数病院の統合に伴う病院の整備

⑥複数病院の相互の医療機能の見直しに伴う基幹病院の整備

対象要件 対象経費

基幹病院が医師派遣の相当程度の増加及び遠隔診療等の支援を強化し、救急医療

等の地域において必要とされる不採算地区病院の機能を維持する場合であって、そ

の旨を明記した統合協定書、連携協約等を議会の議決等を経て公表する場合に限

る。

機能分化・連携強化のイメージ（例）
医師・看護師等
を確保

連携を強化

基幹病院 基幹病院以外の
不採算地区病院等

急性期機能を集約

医師派遣・
遠隔診療等

回復期機能・初期
救急等を担う

A
･
B
共
通

Ａ．複数病院の統合
○関係する病院が1以上減となること。

Ｂ．複数病院の相互の医療機能の見直し
○関係病院等間において、地域医療構想に沿って、以下

に掲げる全ての取組が行われること。

ア 基幹病院への急性期機能の集約

イ 基幹病院以外の病院等の急性期から回復期等へ
の機能転換等

ウ 基幹病院から基幹病院以外の病院等への医師派
遣の増加、遠隔診療等の支援

エ 基幹病院以外の病院等による基幹病院の術後患
者等の受入体制の構築

オ 医療情報の共有等による医療提供の連携体制の
構築

機能分化・連携強化に伴う施設・設備の整備に係る病院事業債（特別分） 【Ｒ４拡充】

総務省資料



厚生労働省「新たな病床機能の再編支援について」2020年10月9日



アフターコロナの時代の
新たな病院経営の視点



わが国の出生数及び合計特殊出生率の年次推移

厚生労働省令和5年(2023)人口動態統計月報年計（概数）の概況



各都道府県の合計特殊出生率

厚生労働省令和5年(2023)人口動態統計月報年計（概数）の概況により作成
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平成に入っての18歳の人口の推移（2023年以降は予測）

4割減少

これからさらに減少

文部科学省「１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移（2023年9月25日）」のデータにより作成
2023年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計、出生中位・死亡中位」を基に作成



医療人材配分
• 2023年の日本の出生数727,277人
• 2023年医学部定員9,384人（文部科学
省データ）

• 2021年薬学部定員13,205人（2022年7
月22日薬学部教育の質保証専門小委
員会資料）

• 看護師養成所総定員258,068人 （2022
年度、日本看護協会データ） 



正念場の自治体病院

•アフターコロナの時代、自
治体病院は、将来の本格
的少子高齢化に対応した
経営強化が求められてい
る


